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第一部 【企業情報】 

  

第１ 【企業の概況】 

  

１ 【主要な経営指標等の推移】 
  

  

(注) １. 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２. 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

３. 平成27年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。 

第32期の期首に当該株式併合が行われたと仮定し、１株当たり四半期（当期）純利益金額及び潜在株式調整

後１株当たり四半期（当期）純利益金額を算定しております。 

  

２ 【事業の内容】 

当第２四半期累計期間において、当社が営む事業の内容に重要な変更はありません。  

  

  

回次 
第32期 

第２四半期累計期間 
第33期 

第２四半期累計期間 
第32期 

会計期間 
自  平成27年４月１日
至  平成27年９月30日

自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日 

自  平成27年４月１日
至  平成28年３月31日

売上高 (千円) 3,954,018 4,243,432 9,627,710 

経常利益 (千円) 168,139 161,463 601,741 

四半期(当期)純利益 (千円) 164,974 138,459 550,179 

持分法を適用した場合の 
投資利益 

(千円) ― ― ― 

資本金 (千円) 854,500 854,500 854,500 

発行済株式総数 (株) 99,573,685 19,914,915 19,915,216 

純資産額 (千円) 2,882,719 3,104,787 3,267,597 

総資産額 (千円) 6,865,910 8,475,118 8,059,747 

１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 8.28 6.95 27.63 

潜在株式調整後１株当たり 
四半期(当期)純利益金額 

(円) 7.27 5.77 24.26 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 

自己資本比率 (％) 41.99 36.63 40.54 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △803,211 △466,757 △886,518 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) △4,579 △163,784 △86,187 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(千円) 71,111 274,159 1,185,483 

現金及び現金同等物の 
四半期末(期末)残高 

(千円) 1,795,968 2,389,042 2,745,425 
 

回次 
第32期 

第２四半期会計期間 
第33期 

第２四半期会計期間 

会計期間 
自  平成27年７月１日
至  平成27年９月30日

自  平成28年７月１日 
至  平成28年９月30日 

１株当たり四半期純利益金額 (円) 0.55 9.51 
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第２ 【事業の状況】 

  

１ 【事業等のリスク】 

当第２四半期累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する

事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証

券報告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。  

  

２ 【経営上の重要な契約等】 

当第２四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。  

  

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 

文中の将来に関する事項は、当四半期会計期間の末日現在において当社が判断したものでありま

す。 

  

(1) 業績の状況 

当第２四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による経済対策や日本銀行による金融緩和策の

効果により企業収益や雇用・所得環境の改善が見られ、緩やかな回復を継続しておりますが、新興国

経済の減速により輸出の一部に弱さがみられるほか、英国の欧州連合（ＥＵ）離脱を巡る動きなど、

海外経済の不確実性の高まりにより景気動向には留意が必要な状況であります。 

当社が属する不動産業界におきましては、建築費の上昇などによる首都圏マンション価格の高止ま

り、新規発売戸数や月間契約率の落ち込みなどのほか、不動産プレイヤーによる事業用地取得競争の

激化も継続するなど、厳しい事業環境にあります。一方で、住宅分譲市場においては、日本銀行の金

融緩和策修正による目立った金利の上昇はみられず、住宅ローン金利は低水準で推移しており、消費

者の住宅購入に対する需要は底堅い動きが続いております。また、金融機関による不動産向け融資が

積極化しており、資産運用型不動産市場では国内外投資家による活発な取引が行われております。 

このような事業環境の中で、当社は、実需及び投資家ニーズの高い東京都区内を中心に、将来の収

益の源泉となる開発用地の取得を進めるなど、積極的な事業展開を行ってまいりました。 

この結果、当社の当第２四半期累計期間の売上高は42億43百万円（前年同四半期比7.3％増）とな

り、営業利益は２億５百万円（前年同四半期比1.1％増）、経常利益は１億61百万円（前年同四半期

比4.0％減）、四半期純利益は１億38百万円（前年同四半期比16.1％減）となりました。 

  

セグメントの業績は以下のとおりであります。 

  

（流動化事業） 

当第２四半期累計期間においては、他デベロッパー等に対し９件（前年同四半期比４件増）の開

発用地及び収益物件の販売を行い、売上高は31億40百万円（前年同四半期比122.0％増）となり、営

業利益は４億34百万円（前年同四半期比52.9％増）となりました。 

  

（マンション販売事業） 

当第２四半期累計期間においては、販売戸数は前年同四半期比50戸減の10戸、売上高は３億６百

万円（前年同四半期比84.1％減）となり、営業損失13百万円（前年同四半期は２億２百万円の営業

利益）となりました。 
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（戸建販売事業） 

当第２四半期累計期間における宅地販売を含む販売棟数は、前年同四半期比５棟増の19棟、売上

高は７億87百万円（前年同四半期比32.3％増）となり、営業利益は36百万円（前年同四半期は55百

万円の営業損失）となりました。 

  

（その他） 

当第２四半期累計期間の売上高は８百万円（前年同四半期比42.8％減）となり、営業利益は７百

万円（前年同四半期比20.7％減）となりました。 

  

(2) 財政状態の分析 

（資産） 

当第２四半期会計期間末における資産合計は、前期末と比べ４億15百万円増加（前期末比5.2％

増）し、84億75百万円となりました。流動資産は２億53百万円増加（前期末比3.3％増）の78億65百

万円、固定資産は１億55百万円増加（前期末比34.7％増）の６億２百万円となりました。 

流動資産の主な増加要因は、現金及び預金が３億56百万円（前期末比13.0％減）、販売用不動産

が62百万円減少（前期末比18.9％減）した一方で、仕掛販売用不動産が５億83百万円増加（前期末

比13.8％増）したことによるものであります。 

固定資産の主な増加要因は、建設仮勘定が93百万円増加（前期末比109.0％増）、投資有価証券が

29百万円増加したことによるものであります。 

  

（負債） 

当第２四半期会計期間末における負債合計は、前期末と比べ５億78百万円増加（前期末比12.1％

増）し、53億70百万円となりました。流動負債は７億77百万円増加（前期末比28.2％増）の35億35

百万円、固定負債は１億99百万円減少（前期末比9.8％減）の18億34百万円となりました。 

流動負債の主な増加要因は、１年内返済予定の長期借入金が３億99百万円減少（前期末比26.1％

減）した一方で、短期借入金が11億71百万円増加（前期末比158.5％増）したことによるものであり

ます。 

固定負債の主な減少要因は、社債が２億50百万円増加した一方で、長期借入金が４億39百万円減

少（前期末比22.7％減）したことによるものであります。 

  

（純資産） 

当第２四半期会計期間末における純資産合計は、前期末と比べ１億62百万円減少（前期末比5.0％

減）し、31億４百万円となりました。主な減少要因は、四半期純利益が１億38百万円となった一方

で、自己株式の消却により利益剰余金が３億１百万円減少したことによるものであります。 
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(3) キャッシュ・フローの状況 

当第２四半期会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前期末に比

べ３億56百万円減少し、23億89百万円となりました。 

 当第２四半期累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであり

ます。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、４億66百万円の資金の減

少（前年同四半期は８億３百万円の減少）となりました。これは主に、税引前四半期純利益が１億

39百万円となり、仕入債務が１億68百万円増加した一方で、たな卸資産が５億21百万円増加、前受

金が１億49百万円減少したことによるものであります。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

当第２四半期累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、１億63百万円の資金の減

少（前年同四半期は４百万円の減少）となりました。これは主に、有形固定資産の取得による支出

が94百万円、投資有価証券の取得による支出が29百万円、短期貸付金の増加による支出が30百万円

となったことによるものであります。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

当当第２四半期累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、２億74百万円の資金の

増加（前年同四半期は71百万円の増加）となりました。これは主に、優先株式の取得による支出が

３億１百万円となった一方で、借入金の増加による収入が３億32百万円、社債の発行による収入が

２億43百万円となったことによるものであります。 

  

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第２四半期累計期間において、当社の事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新

たに生じた課題はありません。 

  

(5) 研究開発活動 

該当事項はありません。 
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第３ 【提出会社の状況】 

  

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 当社は定款第６条に当社の発行可能株式総数は49,060,000株とする旨を定めております。 

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １. Ａ種優先株式は、現物出資（債務の株式化 599百万円）によって発行されたものであります。 

２. Ａ種優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の特質につきましては、普通株式を対価とす

る取得請求権の行使に際して、株価の変動による取得価額の変動により普通株式の交付数は増減し、その修

正基準・頻度及び取得価額の下限を定めているほか、当社取締役会の定める日をもって、本優先株式の全部

の取得を可能とする旨を定めており、これらの詳細については、下記４(5)に記載のとおりであります。 

３. Ａ種優先株式に係る行使価額修正条項付新株予約権付社債券等に表示された権利の行使に関する事項につい

ての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決め、及び提出者の株券等の売買に

関する事項についての当該行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の所有者との間の取決めはありませ

ん。 

４. Ａ種優先株式の内容は次のとおりであります。 

 (1) 単元株式数は１株であります。 

 (2) 優先配当金 

① 優先配当金 

 イ 当社は、期末配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株式を有する株主（以下、「Ａ種優先株主」と

  いう。）またはＡ種優先株式の登録株式質権者（以下、「Ａ種優先登録株式質権者」という。）に対 

  し、下記(9)①の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき下記ロに定める額の金銭（以下、 

  「Ａ種優先配当金」という。）を支払う。但し、当該期末配当金にかかる基準日の属する事業年度中の

  日を基準日として下記②に定めるＡ種優先中間配当金を支払ったときは、当該Ａ種優先中間配当金を控

  除した額とする。 

 ロ Ａ種優先配当金の額は、１百万円に、それぞれの事業年度毎に下記の年率を乗じて算出した額とす 

  る。 

記 

平成23年３月期から平成30年３月期までの間＝０％ 

  平成31年３月期以降＝０．３％ 

    ② 優先中間配当金 

  当社は、中間配当金の支払いを行うときは、Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対し、下記

 (9)①の定める支払順位に従い、上記①ロに定める額の２分の１を限度として、取締役会の決議で定める 

 額の金銭（以下、「Ａ種優先中間配当金」という。）を支払うものとする。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 49,060,000 

Ａ種優先株式 599 

計 49,060,000 
 

種類 
第２四半期会計期間 
末現在発行数(株) 
(平成28年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成28年11月８日) 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名 
内容 

普通株式 19,914,617 19,914,617 
東京証券取引所 
ＪＡＳＤＡＱ 

（スタンダード) 

単元株式数 
100株 

Ａ種優先株式 
（当該優先株式は行使
価額修正条項付新株予
約権付社債券等であり

ます。） 

298 298 ― (注)１、２、３、４ 

計 19,914,915 19,914,915 ― ― 
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    ③ 非累積条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対して支払うＡ種優先株式１株当たりの剰余金の配当の

 額がＡ種優先配当金の額に達しないときであっても、そのＡ種優先株式１株当たりの不足額は翌事業年度

 以降に累積しない。 

    ④ 非参加条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、Ａ種優先配当金を超えて剰余金の配当は行わ

 ない。 

  (3) 残余財産の分配 

① 残余財産の分配 

  当社の残余財産の分配をするときは、下記(9)②の定める支払順位に従い、Ａ種優先株式１株につき、

 １百万円を支払う。 

    ② 非参加条項 

  Ａ種優先株主またはＡ種優先登録株式質権者に対しては、上記①のほか残余財産の分配は行わない。 

  (4) 議決権 

  Ａ種優先株主は、平成22年11月25日に成立した事業再生計画の一環として、自己資本の充実及び早急な資

金調達を実現するとともに当社の有利子負債を減少させて、債務超過を解消するため、株主総会において議

決権を有しない。 

  (5) 普通株式を対価とする取得請求権 

  Ａ種優先株主は、平成30年４月１日以降平成40年３月31日（同日を含む。）までの間（以下、「Ａ種転換

請求期間」という。）いつでも、当社に対して、普通株式の交付と引換えに、その有するＡ種優先株式の全

部または一部を取得することを請求することができるものとし、当社はＡ種優先株主が取得の請求をしたＡ

種優先株式を取得するのと引換えに、次に定める数の普通株式を、当該Ａ種優先株主に対して交付するもの

とする。 

    ① Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数 

  Ａ種優先株式の取得と引換えに交付する普通株式の数は、転換請求にかかるＡ種優先株式の数に１百万

 円を乗じて得られる額を、下記に定める取得価額で除して得られる数とする。なお、Ａ種優先株式の取得

 と引換えに交付する普通株式の数に１株に満たない端数があるときは、これを切り捨てるものとし、この

 場合においては、会社法第167条第３項に定める金銭の交付はしない。 

   ② 当初取得価額 

  当初取得価額は、52円とする。 

    ③ 取得価額の修正 

  Ａ種優先株主が転換請求をする場合、取得価額は、当該転換請求日における時価（以下に定義され 

 る。）の90％（円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）に相当する額に修

 正される（以下、かかる修正後の取得価額を「修正後取得価額」という。）。但し、修正後取得価額が当

 初取得価額の50％に相当する額（但し、下記④に規定する事由が生じた場合、下記④に準じて調整される

 ものとし、以下、「下限取得価額」という。）を下回る場合には、修正後取得価額は下限取得価額とし、

 修正後取得価額が当初取得価額の1000％に相当する額（但し、下記④に規定する事由が生じた場合、下記

 ④に準じて調整されるものとし、以下、「上限取得価額」という。）を上回る場合には、修正後取得価額

 は上限取得価額とする。転換請求日における時価は、各転換請求日に先立つ45取引日目に始まる連続する

 30取引日（以下、本③において「時価算定期間」という。）の株式会社東京証券取引所における当会社の

 普通株式の普通取引の毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、円単位

 未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 なお、時価算定期間の開始日 

 以降、転換請求日（同日を含む。）までの間に下記④に規定する事由が生じた場合、上記の終値（気配表

 示を含む。）は下記④に準じて当会社が適当と判断する値に調整される。 

    ④ 取得価額等の調整 

 イ 以下に掲げる事由が発生した場合には、それぞれ以下のとおり下限取得価額および上限取得価額（以

  下、「取得価額等」という。）を調整する。但し、本④は、現にＡ種優先株式を発行している場合に限

  り適用される。 

        Ａ 普通株式につき株式の分割または株式無償割当てをする場合、以下の算式により取得価額等を調整

   する。なお、株式無償割当ての場合には、下記の算式における「分割前発行済普通株式数」は「無償

   割当て前発行済普通株式数（但し、その時点で当会社が保有する普通株式を除く。）」、「分割後発

   行済普通株式数」は「無償割当て後発行済普通株式数（但し、その時点で当社が保有する普通株式を

   除く。）」とそれぞれ読み替える。 
  

  

調整後取得価額等は、株式の分割にかかる基準日または株式無償割当ての効力が生ずる日（株式無償

   割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日）の翌日以降これを適用する。 

 

調整後取得価額等 ＝ 調整前取得価額等×
分割前発行済普通株式数

分割後発行済普通株式数
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Ｂ 普通株式につき株式の併合をする場合、株式の併合の効力が生ずる日をもって次の算式により、取

   得価額等を調整する。 
  

  

    Ｃ 下記ニに定める普通株式１株当たりの時価を下回る払込金額をもって普通株式を発行または当社が

   保有する普通株式を処分する場合（株式無償割当ての場合、普通株式の交付と引換えに取得される株

   式もしくは新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。以下、本④において同じ。）の取

   得による場合、普通株式を目的とする新株予約権の行使による場合または合併、株式交換もしくは会

   社分割により普通株式を交付する場合を除く。）、次の算式（以下、「取得価額等調整式」とい 

   う。）により取得価額等を調整する。調整後取得価額等は、払込期日（払込期間を定めた場合には当

   該払込期間の 終日）の翌日以降、また、株主への割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日

   （以下、「株主割当日」という。）の翌日以降これを適用する。なお、当社が保有する普通株式を処

   分する場合には、次の算式における「新たに発行する普通株式の数」は「処分する当会社が保有する

   普通株式の数」、「当会社が保有する普通株式の数」は「処分前において当会社が保有する普通株式

   の数」とそれぞれ読み替える。 
  

  

    Ｄ 当社に取得をさせることによりまたは当社に取得されることにより、下記ニに定める普通株式１株

   当たりの時価を下回る普通株式１株当たりの取得価額をもって普通株式の交付を受けることができる

   株式を発行または処分する場合（株式無償割当ての場合を含む。）、かかる株式の払込期日（払込期

   間を定めた場合には当該払込期間の 終日。以下、本Ｄにおいて同じ。）に、株式無償割当ての場合

   にはその効力が生ずる日（株式無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ｄに

   おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行または処分される株式の全てが当初

   の条件で取得され普通株式が交付されたものとみなし、取得価額等調整式において「１株当たり払込

   金額」としてかかる価額を使用して計算される額を、調整後取得価額等とする。調整後取得価額等 

   は、払込期日の翌日以降、株式無償割当ての場合にはその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当

   日がある場合にはその日の翌日以降、これを適用する。 

    Ｅ 行使することによりまたは当社に取得されることにより、普通株式１株当たりの新株予約権の払込

   価額と新株予約権の行使に際して出資される財産の合計額が下記ニに定める普通株式１株当たりの時

   価を下回る価額をもって普通株式の交付を受けることができる新株予約権を発行する場合（新株予約

   権無償割当ての場合を含む。）、かかる新株予約権の割当日に、新株予約権無償割当ての場合にはそ

   の効力が生ずる日（新株予約権無償割当てにかかる基準日を定めた場合は当該基準日。以下、本Ｅに

   おいて同じ。）に、また株主割当日がある場合はその日に、発行される新株予約権全てが当初の条件

   で行使されまたは取得されて普通株式が交付されたものとみなし、取得価額等調整式において「１株

   当たり払込金額」として普通株式１株当たりの新株予約権の払込価額と新株予約権の行使に際して出

   資される財産の普通株式１株当たりの価額の合計額を使用して計算される額を、調整後取得価額等と

   する。調整後取得価額等は、かかる新株予約権の割当日の翌日以降、新株予約権無償割当ての場合に

   はその効力が生ずる日の翌日以降、また株主割当日がある場合にはその翌日以降、これを適用する。

   但し、本Ｅによる取得価額等の調整は、当社または当社の子会社の取締役、監査役または従業員に対

   してストック・オプション目的で発行される普通株式を目的とする新株予約権には適用されないもの

   とする。 

   ロ 上記イに掲げた事由によるほか、下記ＡおよびＢのいずれかに該当する場合には、当社はＡ種優先株

  主およびＡ種優先登録株式質権者に対して、あらかじめ書面によりその旨ならびにその事由、調整後取

  得価額等、適用の日およびその他必要な事項を通知したうえ、取得価額等の調整を適切に行うものとす

  る。 

    Ａ 合併、株式交換、株式交換による他の株式会社の発行済株式の全部の取得、株式移転、吸収分割、

   吸収分割による他の会社がその事業に関して有する権利義務の全部もしくは一部の承継または新設分

   割のために取得価額等の調整を必要とするとき。 

    Ｂ 前Ａのほか、普通株式の発行済株式の総数（但し、当会社が保有する普通株式の数を除く。）の変

   更または変更の可能性を生ずる事由の発生によって取得価額等の調整を必要とするとき。 

 

調整後取得価額等 ＝ 調整前取得価額等×
併合前発行済普通株式数

併合後発行済普通株式数
 

        (発行済普通株式の数 
－ 

当社が保有する普通株式の数)
＋

新たに発行する普通株式の数 
× 

１株当たり払込金額 

調整後取 
得価額等 

＝
調整前取 
得価額等 

× 
普通株式１株当たりの時価 

(発行済普通株式の数－当会社が保有する普通株式の数) 
＋新たに発行する普通株式の数 
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   ハ 取得価額等の調整に際して計算が必要な場合は、円単位未満小数第２位まで算出し、その小数第２位

  を四捨五入する。 

   ニ 取得価額等調整式に使用する普通株式１株当たりの時価は、調整後取得価額等を適用する日に先立つ

  45取引日目に始まる連続する30取引日の株式会社東京証券取引所における当社の普通株式の普通取引の

  毎日の終値（気配表示を含む。）の平均値（終値のない日数を除く。また、平均値の計算は、円単位未

  満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。）とする。 

   ホ 取得価額等の調整に際し計算を行った結果、調整後取得価額等と調整前取得価額等との差額が１円未

  満にとどまるときは、取得価額等の調整はこれを行わない。 

 (6) 普通株式を対価とする取得条項 

  当社は、Ａ種転換請求期間中に取得請求のなかったＡ種優先株式の全部を、Ａ種転換請求期間の末日の翌

日以降いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下、「強制転換日」という。）が到来することをもって

普通株式の交付と引換えに取得するものとし、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、かか

るＡ種優先株式の数に１百万円を乗じて得られる額を、Ａ種転換請求期間の末日にＡ種優先株主が転換請求

をしたものとみなして修正後取得価額として計算される額で除して得られる数の普通株式をＡ種優先株主に

対して交付するものとする。Ａ種優先株式の取得と引換えに交付すべき普通株式の数に１株に満たない端数

がある場合には、会社法第234条に従ってこれを取扱う。 

 (7) 金銭を対価とする取得条項 

① 当社は、いつでも、当社取締役会が別に定める日（以下、「強制償還日」という。）が到来することを

 もって、法令上可能な範囲で、金銭の交付と引換えに、Ａ種優先株式の全部または一部を取得することが

 できる。この場合、当社は、かかるＡ種優先株式を取得するのと引換えに、下記②に定める額（以下、 

 「強制償還価額」という。）の金銭をＡ種優先株主に対して交付するものとする。なお、Ａ種優先株式の

 一部を取得するときは、按分比例の方法による。  

② 強制償還価額は、Ａ種優先株式１株につき、１百万円とする。 

 (8) 株式の併合または分割、募集株式の割当て等 

① 当社は、Ａ種優先株式について株式の併合または分割は行わない。 

② 当社は、Ａ種優先株主には募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける権利

 を与えず、また株式無償割当てまたは新株予約権無償割当ては行わない。 

 (9) 優先順位 

① Ａ種優先株式および普通株式にかかる剰余金の配当の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる剰余金の配当

 を第１順位とし、普通株式にかかる剰余金の配当を第２順位とする。 

② Ａ種優先株式および普通株式にかかる残余財産の分配の支払順位は、Ａ種優先株式にかかる残余財産の

 分配を第１順位とし、普通株式にかかる残余財産の分配を第２順位とする。 

 (10)種類株主総会の決議 

 会社法第322条第２項に規定する定款の定めは定款に定めておりません。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

 該当事項はありません。 

  

(4) 【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

  

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) 平成28年５月９日開催の取締役会での決議に基づき、Ａ種優先株式（自己株式）の消却を実施したことによる

減少であります。 

 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額
(千円) 

資本金残高 
(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成28年７月29日 
(注) 

△301 19,914,915 ― 854,500 ― 40,983 
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(6) 【大株主の状況】 

所有株式数別 

    平成28年９月30日現在 

 

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
(千株) 

発行済株式総数に対する 
所有株式数の割合(％) 

株式会社東京ウエルズ  東京都大田区北馬込２丁目28番１号  1,243  6.24 

村上 三郎  東京都武蔵野市  600  3.01 

株式会社ジェイ・エス・ビー  京都府京都市下京区因幡堂町655番地  563  2.83 

株式会社飛鳥新社  東京都千代田区一ツ橋２丁目４－３  500  2.51 

土井 尚道  東京都千代田区  450  2.26 

株式会社ＳＢＩ証券  東京都港区六本木１丁目６番１号  419  2.11 

鹿島 豊  東京都練馬区  391  1.97 

株式会社大勝  神奈川県横浜市西区平沼１丁目３番13号  300  1.51 

鹿島  康仁  東京都練馬区  276  1.39 

中務 稔也  大阪府阪南市  259  1.30 

計 － 5,004  25.13 
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所有議決権数別 

  平成28年９月30日現在 

  

 

氏名又は名称 住所 
所有議決権数 

(個) 
総株主の議決権数に対する
所有議決権数の割合(％) 

株式会社東京ウエルズ  東京都大田区北馬込２丁目28番１号  12,434  6.31 

村上 三郎  東京都武蔵野市  6,000  3.04 

株式会社ジェイ・エス・ビー  京都府京都市下京区因幡堂町655番地  5,633  2.86 

株式会社飛鳥新社  東京都千代田区一ツ橋２丁目４－３  5,000  2.54 

土井 尚道  東京都千代田区  4,505  2.29 

株式会社ＳＢＩ証券  東京都港区六本木１丁目６番１号  4,195  2.13 

鹿島 豊  東京都練馬区  3,918  1.99 

株式会社大勝  神奈川県横浜市西区平沼１丁目３番13号  3,000  1.52 

鹿島  康仁  東京都練馬区  2,762  1.40 

中務 稔也  大阪府阪南市  2,595  1.32 

計 － 50,042  25.40 
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(7) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

   平成28年９月30日現在 

(注) Ａ種優先株式の内容は、「１ 株式等の状況 (1) 株式の総数等 ② 発行済株式」の注記に記載しております。 

  

② 【自己株式等】 

   平成28年９月30日現在 

  

２ 【役員の状況】 

該当事項はありません。 

 

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式  Ａ種優先株式   298 ― (注) 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
（自己保有株式） 
 普通株式      3,400 

― ― 

完全議決権株式(その他) 普通株式 19,704,900 197,049 ― 

単元未満株式 普通株式   206,317 ― ― 

発行済株式総数 19,914,915 ― ― 

総株主の議決権 ― 197,049 ― 
 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義 
所有株式数 

(株) 

他人名義 
所有株式数 

(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

（自己保有株式） 
株式会社新日本建物 

東京都新宿区新宿四丁目３
番17号 

3,400 ― 3,400 0.0 

計 ― 3,400 ― 3,400 0.0 
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第４ 【経理の状況】 

  

１．四半期財務諸表の作成方法について 

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第63号)に基づいて作成しております。  

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期会計期間(平成28年７月１

日から平成28年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日ま

で)に係る四半期財務諸表について、仰星監査法人による四半期レビューを受けております。  

  

３．四半期連結財務諸表について 

「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令第64号)第５条

第２項により、当社では、子会社の資産、売上高、損益、利益剰余金及びキャッシュ・フローその他

の項目からみて、当企業集団の財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する合理的な

判断を妨げない程度に重要性が乏しいものとして、四半期連結財務諸表は作成しておりません。 

  なお、資産基準、売上高基準、利益基準及び利益剰余金基準による割合は次のとおりであります。

  資産基準          0.9％ 

  売上高基準        0.8％ 

  利益基準        △1.5％ 

  利益剰余金基準 △0.9％ 

  ※会社間項目の消去後の数値により算出しております。  
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１ 【四半期財務諸表】 

(1) 【四半期貸借対照表】 

  

                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成28年９月30日) 

資産の部     

  流動資産     

    現金及び預金 2,745,425 2,389,042 

    売掛金 3,780 - 

    販売用不動産 329,154 266,836 

    仕掛販売用不動産 4,215,492 4,798,939 

    原材料及び貯蔵品 1,633 300 

    前渡金 55,250 71,000 

    前払費用 21,668 28,245 

    関係会社短期貸付金 - 30,000 

    立替金 157,761 159,852 

    その他 82,379 121,711 

    貸倒引当金 △20 - 

    流動資産合計 7,612,525 7,865,928 

  固定資産     

    有形固定資産     

      建物 148,218 148,818 

        減価償却累計額 △96,006 △97,585 

        建物（純額） 52,211 51,233 

      構築物 22,259 22,259 

        減価償却累計額 △17,724 △17,972 

        構築物（純額） 4,534 4,287 

      工具、器具及び備品 15,843 15,843 

        減価償却累計額 △13,531 △13,877 

        工具、器具及び備品（純額） 2,311 1,966 

      土地 110,008 110,008 

      建設仮勘定 85,891 179,520 

      有形固定資産合計 254,957 347,016 

    無形固定資産     

      ソフトウエア 8,900 6,064 

      無形固定資産合計 8,900 6,064 

    投資その他の資産     

      投資有価証券 8,802 38,702 

      関係会社株式 30,000 40,000 

      その他の関係会社有価証券 0 0 

      出資金 15,610 15,630 

      破産更生債権等 7,940 7,820 

      長期前払費用 - 10,314 

      差入保証金 120,261 127,615 

      その他 8,690 17,075 

      貸倒引当金 △7,940 △7,820 

      投資その他の資産合計 183,364 249,338 

    固定資産合計 447,222 602,419 

  繰延資産     

    社債発行費 - 6,770 

    繰延資産合計 - 6,770 

  資産合計 8,059,747 8,475,118 
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                      (単位：千円) 

                    
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成28年９月30日) 

負債の部     

  流動負債     

    工事未払金 155,985 324,068 

    短期借入金 738,600 1,909,600 

    1年内返済予定の長期借入金 1,527,700 1,128,700 

    未払金 8,437 7,273 

    未払費用 77,400 46,565 

    未払法人税等 1,831 3,281 

    前受金 195,714 46,378 

    預り金 14,030 55,437 

    賞与引当金 30,320 14,117 

    その他 7,441 - 

    流動負債合計 2,757,461 3,535,424 

  固定負債     

    社債 - 250,000 

    長期借入金 1,936,800 1,497,000 

    退職給付引当金 56,278 42,813 

    役員退職慰労引当金 18,892 27,078 

    その他 22,717 18,015 

    固定負債合計 2,034,689 1,834,907 

  負債合計 4,792,150 5,370,331 

純資産の部     

  株主資本     

    資本金 854,500 854,500 

    資本剰余金     

      資本準備金 40,983 40,983 

      資本剰余金合計 40,983 40,983 

    利益剰余金     

      その他利益剰余金     

        繰越利益剰余金 2,372,831 2,210,291 

      利益剰余金合計 2,372,831 2,210,291 

    自己株式 △717 △987 

    株主資本合計 3,267,597 3,104,787 

  純資産合計 3,267,597 3,104,787 

負債純資産合計 8,059,747 8,475,118 
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(2) 【四半期損益計算書】 

【第２四半期累計期間】 

  

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

売上高     

  流動化販売高 1,414,568 3,140,891 

  マンション販売高 1,929,529 306,562 

  戸建販売高 594,966 787,421 

  その他 14,952 8,556 

  売上高合計 3,954,018 4,243,432 

売上原価     

  流動化販売原価 1,068,944 2,566,576 

  マンション販売原価 1,510,062 261,230 

  戸建販売原価 546,493 665,178 

  その他 3,729 228 

  売上原価合計 3,129,230 3,493,214 

売上総利益 824,787 750,217 

販売費及び一般管理費     

  販売手数料 37,099 30,157 

  広告宣伝費 121,000 42,716 

  貸倒引当金繰入額 1 △140 

  役員報酬 42,524 68,168 

  給料及び手当 150,339 141,818 

  賞与引当金繰入額 14,379 12,758 

  退職給付費用 6,039 7,187 

  役員退職慰労引当金繰入額 4,512 8,186 

  法定福利費 23,215 23,914 

  福利厚生費 4,944 4,306 

  交際費 36,213 36,431 

  支払手数料 44,870 33,378 

  賃借料 7,297 7,183 

  租税公課 18,154 33,022 

  地代家賃 25,459 25,702 

  減価償却費 6,433 6,213 

  その他 79,191 63,941 

  販売費及び一般管理費合計 621,676 544,948 

営業利益 203,111 205,269 
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                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業外収益     

  受取利息 808 641 

  受取配当金 465 466 

  受取地代家賃 5,315 6,872 

  違約金収入 2,500 - 

  その他 13 33 

  営業外収益合計 9,102 8,013 

営業外費用     

  支払利息 43,337 51,586 

  その他 737 232 

  営業外費用合計 44,074 51,819 

経常利益 168,139 161,463 

特別損失     

  工事補償損失 - 22,441 

  特別損失合計 - 22,441 

税引前四半期純利益 168,139 139,022 

法人税、住民税及び事業税 3,165 562 

法人税等合計 3,165 562 

四半期純利益 164,974 138,459 
 

― 17 ―



(3) 【四半期キャッシュ・フロー計算書】 

                      (単位：千円) 

                    前第２四半期累計期間 
(自 平成27年４月１日 
 至 平成27年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自 平成28年４月１日 
 至 平成28年９月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー     

  税引前四半期純利益 168,139 139,022 

  減価償却費 6,512 6,236 

  貸倒引当金の増減額（△は減少） 1 △140 

  退職給付引当金の増減額（△は減少） 6,990 △13,465 

  役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 4,092 8,186 

  受取利息及び受取配当金 △1,273 △1,107 

  支払利息 43,337 51,586 

  売上債権の増減額（△は増加） △416 3,780 

  たな卸資産の増減額（△は増加） △1,423,609 △521,129 

  前渡金の増減額（△は増加） △23,050 △23,750 

  仕入債務の増減額（△は減少） 593,507 168,083 

  前受金の増減額（△は減少） 28,564 △149,335 

  預り金の増減額（△は減少） △370 41,407 

  その他 △162,125 △116,093 

  小計 △759,699 △406,718 

  利息及び配当金の受取額 1,273 1,107 

  利息の支払額 △38,714 △60,094 

  法人税等の支払額 △6,071 △1,052 

  営業活動によるキャッシュ・フロー △803,211 △466,757 

投資活動によるキャッシュ・フロー     

  有形固定資産の取得による支出 - △94,229 

  投資有価証券の取得による支出 - △29,900 

  関係会社株式の取得による支出 - △10,000 

  短期貸付金の純増減額（△は増加） △5,000 △30,000 

  長期貸付金の回収による収入 120 120 

  その他 300 224 

  投資活動によるキャッシュ・フロー △4,579 △163,784 

財務活動によるキャッシュ・フロー     

  短期借入金の純増減額（△は減少） △381,800 1,171,000 

  長期借入れによる収入 1,549,500 500,000 

  長期借入金の返済による支出 △1,096,587 △1,338,800 

  社債の発行による収入 - 243,229 

  優先株式の取得による支出 - △301,000 

  その他 0 △269 

  財務活動によるキャッシュ・フロー 71,111 274,159 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △736,679 △356,383 

現金及び現金同等物の期首残高 2,532,648 2,745,425 

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,795,968 ※1  2,389,042 
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【注記事項】 

(継続企業の前提に関する事項) 

 該当事項はありません。 

  

(会計方針の変更等) 

  

(四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理) 

 該当事項はありません。 

  

（追加情報） 

  

(四半期貸借対照表関係) 

保証債務 

顧客の住宅ローン（提携ローン）について、金融機関の抵当権（根抵当権）設定登記終了までの

間、融資元の金融機関に対し顧客と連帯で保証しております。  

  

(四半期キャッシュ・フロー計算書関係) 

※１  現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

は、次のとおりであります。 
  

  

当第２四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 

(会計方針の変更) 

法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実務対

応報告第32号 平成28年６月17日）を第１四半期会計期間に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物附属

設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

なお、当第２四半期累計期間の営業利益、経常利益及び税引前四半期純利益に与える影響は軽微であります。 
 

当第２四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 

「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号 平成28年３月28日）を第１

四半期会計期間から適用しております。 
 

  
前事業年度 

(平成28年３月31日) 
当第２四半期会計期間 
(平成28年９月30日) 

顧客の住宅ローンに対する保証 56,100千円 ― 千円 
 

  
前第２四半期累計期間 

(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日) 

現金及び預金 1,795,968千円 2,389,042千円 

現金及び現金同等物 1,795,968千円 2,389,042千円 
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(株主資本等関係) 

前第２四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

１．配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

当第２四半期累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 

１．配当金支払額 

 該当事項はありません。 

  

２．基準日が当第２四半期累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期会計期間

の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

３．株主資本の著しい変動 

当社は、平成28年５月９日開催の取締役会決議に基づき、平成28年７月29日付で、Ａ種優先株式

301株を自己株式として取得し、会社法第178条の規定に基づき、消却を実施しております。 

この結果、当第２四半期累計期間において利益剰余金が301,000千円減少しております。 
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(セグメント情報等) 

【セグメント情報】 

Ⅰ  前第２四半期累計期間(自  平成27年４月１日  至  平成27年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、建築請負事業、仲介 

事業、コンサルティング事業等を含んでおります。 

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△237,936千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

Ⅱ  当第２四半期累計期間(自  平成28年４月１日  至  平成28年９月30日) 

報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

(注) １. 「その他」の区分は報告セグメントに含まれない事業セグメントであり、賃貸事業、建築請負事業、仲介 

事業、コンサルティング事業等を含んでおります。 

２. セグメント利益又は損失（△）の調整額△259,441千円は、各報告セグメントに配分していない全社費用で

あり、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。 

３. セグメント利益又は損失（△）は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

              (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 
流動化事業 

マンション 

販売事業 

戸建 

販売事業 
計 

売上高                 

外部顧客への売上高 1,414,568  1,929,529  594,966 3,939,065 14,952 3,954,018  ― 3,954,018 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 1,414,568  1,929,529  594,966 3,939,065 14,952 3,954,018  ― 3,954,018 

セグメント利益又は 

損失（△） 
284,290  202,911  △55,275 431,926 9,121 441,047  △237,936  203,111 

 

              (単位：千円) 

  

報告セグメント 
その他 

（注）１ 
合計 

調整額 

（注）２ 

四半期 

損益計算書 

計上額 

（注）３ 流動化事業 
マンション 

販売事業 

戸建 

販売事業 
計 

売上高                 

外部顧客への売上高 3,140,891  306,562  787,421 4,234,876 8,556 4,243,432  ― 4,243,432 

セグメント間の内部 

売上高又は振替高 
― ― ― ― ― ― ― ― 

計 3,140,891  306,562  787,421 4,234,876 8,556 4,243,432  ― 4,243,432 

セグメント利益又は 

損失（△） 
434,550  △13,216  36,140 457,474 7,236 464,710  △259,441  205,269 
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(１株当たり情報) 

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎並びに潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 
  

(注) 当社は、平成27年10月１日付で普通株式５株につき普通株式１株の割合で株式併合を行っております。 

前事業年度の期首に当該株式併合が行われたと仮定して１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額を算定しております。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。  

  

２ 【その他】 

該当事項はありません。 

  

 

項目 
前第２四半期累計期間 

(自  平成27年４月１日 
至  平成27年９月30日) 

当第２四半期累計期間 
(自  平成28年４月１日 
至  平成28年９月30日) 

(1) １株当たり四半期純利益金額 8円28銭 6円95銭 

  (算定上の基礎)     

    四半期純利益金額(千円) 164,974 138,459 

    普通株主に帰属しない金額(千円) ― ― 

    普通株式に係る四半期純利益金額(千円) 164,974 138,459 

    普通株式の期中平均株式数(株) 19,914,472 19,911,780 

(2) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額 7円27銭 5円77銭 

  (算定上の基礎)     

    四半期純利益調整額(千円) ― ― 

    普通株式増加数(株) 2,769,301 4,100,766 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当
たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株
式で、前事業年度末から重要な変動があったものの
概要 

― ― 
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】 

  

該当事項はありません。 
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独立監査人の四半期レビュー報告書  
  

平成28年11月８日

株式会社新日本建物 

取締役会  御中 

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社新日本

建物の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第33期事業年度の第２四半期会計期間(平成28年７月１日から平成

28年９月30日まで)及び第２四半期累計期間(平成28年４月１日から平成28年９月30日まで)に係る四半期財務諸表、すな

わち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書、四半期キャッシュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行

った。 

  

四半期財務諸表に対する経営者の責任 

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して四半期財務諸表

を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成し適

正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 

  

監査人の責任 

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期財務諸表に対する結

論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠し

て四半期レビューを行った。 

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  

監査人の結論 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社新日本建物の平成28年９月30日現在の財政状態並びに同日をもっ

て終了する第２四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が

すべての重要な点において認められなかった。 

  

利害関係 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

  

仰 星 監 査 法 人  
 

 

代表社員 
業務執行社員 

  公認会計士    福田 日武   印 
 

業務執行社員   公認会計士    小川  聡   印 
 

  

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
 



【表紙】   

【提出書類】 確認書 

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成28年11月８日 

【会社名】 株式会社新日本建物  

【英訳名】 SHIN-NIHON TATEMONO CO.,LTD. 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長兼社長執行役員 

  池 田 友 彦 

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。 

【本店の所在の場所】 東京都新宿区新宿四丁目３番17号 

【縦覧に供する場所】 株式会社新日本建物北関東支店 

  （埼玉県さいたま市大宮区吉敷町一丁目103番地） 

  株式会社新日本建物横浜支店 

  （神奈川県横浜市神奈川区台町８番地14） 

  株式会社東京証券取引所 

  （東京都中央区日本橋兜町２番１号） 

 



１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】 

当社代表取締役社長兼社長執行役員池田友彦は、当社の第33期第２四半期（自  平成28年７月１

日  至  平成28年９月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認いたしました。 

  

２ 【特記事項】 

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 
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